
様式第１号（第７条関係） 

審査基準・標準処理期間整理票 

処分の内容  特定中小企業者の認定 

根 拠 法 令 

及 び 条 項 

 中小企業信用保険法第2条第5項 

審
査

基
準
 

■ 有（第４条第１項に該当する場合を含む。） 

□ 無（根拠：第４条第２項第 号に該当） 

公表 ■ する □ しない（公表しない場合の根拠：第７条第４項第 号に該当） 

【内容】（※審査基準を公表する場合のみ記載すること。） 

（定義） 

第２条 

５ この法律において「特定中小企業者」とは、中小企業者であつて、次の各号

のいずれかに該当することについてその住所地を管轄する市町村長又は特別区

長の認定を受けたものをいう。 

(1) 破産手続開始、再生手続開始、更生手続開始又は特別清算開始の申立てそ

の他経済産業大臣が定める事由が生じた事業者であつて、経済産業大臣が指

定したものに対する売掛金債権その他経済産業省令で定める債権の回収が困

難であるため、当該中小企業者の経営の安定に支障を生じていると認められ

ること。 

(2) 取引の相手方たる事業者その他の事業者が事業活動の制限であつて経済産

業大臣が指定したものを実施していることにより、次に掲げる事由のうち中

小企業者の事業活動に著しい支障を生じていると認められるものとして経済

産業大臣が定めるものが生じているため、当該中小企業者の経営の安定に支

障を生じていると認められること。 

イ 当該事業者と取引を行う中小企業者について生じた取引の数量の減少そ

の他これに類する事由 

ロ イに掲げるもののほか、当該事業者の事業活動に相当程度依存している

相当数の中小企業者について生じた取引の数量の減少その他これに類する

事由 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、指定地域（当該事業活動の制限により当

該事業者の事業所が所在する特定の地域内に事業所を有する相当数の中小

企業者の事業活動に著しい支障を生じていると認められるものとして経済

産業大臣が指定する地域をいう。）内に事業所を有する相当数の中小企業

者について生じた取引の数量の減少その他これに類する事由 

(3) 災害その他の突発的に生じた事由であつて、その発生に起因して特定の業

種に属する事業を行う相当数の中小企業者の事業活動に著しい支障を生じて

おり、かつ、その事業活動が特定の地域内に限られていると認められるもの

として経済産業大臣が指定するものに起因して、その業種に属する事業をそ

の地域において行う中小企業者の相当部分の事業活動に著しい支障を生じて

いると認められる業種として経済産業大臣が地域を限つて指定するものに属

する事業を行う中小企業者であり、かつ、当該事業に係る取引の数量の減少

その他経済産業大臣が定める事由が生じているためその経営の安定に支障を



生じていると認められること。 

(4) 災害その他の突発的に生じた事由であつて、その発生に起因して相当数の

中小企業者の事業活動に著しい支障を生じており、かつ、その事業活動が特

定の地域内に限られていると認められるものとして経済産業大臣が指定する

ものに起因して、その地域内に事業所を有する中小企業者の相当部分の事業

活動に著しい支障を生じていると認められる地域として経済産業大臣が指定

する地域内に事業所を有する中小企業者であり、かつ、当該中小企業に係る

取引の数量の減少その他経済産業大臣が定める事由が生じているためその経

営の安定に支障を生じていると認められること。 

(5) その業種に属する事業について主要な原材料等の供給の著しい減少、需要

の著しい減少その他経済産業大臣が定める事由が生じていることにより当該

事業を行う中小企業者の相当部分の事業活動に著しい支障を生じていると認

められる業種として経済産業大臣が指定するものに属する事業を行う中小企

業者であり、かつ、当該事業に係る取引の数量の減少その他経済産業大臣が

定める事由が生じているためその経営の安定に支障を生じていると認められ

ること。 

(6) 破綻金融機関等（預金保険法（昭和４６年法律第３４号）第２条第４項に

規定する破綻金融機関、同条第１２項に規定する被管理金融機関、同条第１

３項に規定する承継銀行、同法第１１１条第２項に規定する特別危機管理銀

行、同法第１２６条の２第１項第２号に規定する特定第２号措置に係る同項

に規定する特定認定に係る金融機関、同法第１２６条の３４第３項第１号に

規定する特定承継銀行及び同法附則第１５条の２第３項に規定する承継協定

銀行（同条第４項第４号に規定する承継勘定に係る業務を行う場合に限る。）

並びに金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（平成１０年法律第１

３２号）第２条第５項に規定する被管理金融機関、同条第７項に規定する承

継銀行及び同条第８項に規定する特別公的管理銀行をいう。）と金融取引を

行つていたことにより、銀行その他の金融機関との金融取引について借入れ

の減少その他経済産業大臣が定める事由が生じているため、当該中小企業者

の経営の安定に支障を生じていると認められること。 

(7) 銀行その他の金融機関が支店の削減等による経営の相当程度の合理化に伴

う金融取引の調整であつて経済産業大臣が指定したものを実施していること

により、当該金融機関との金融取引について借入れの減少その他経済産業大

臣が定める事由が生じているため、当該中小企業者の経営の安定に支障を生

じていると認められること。 

(8) 銀行その他の金融機関が当該中小企業者に対して有する貸付債権を特定協

定銀行（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条第１項第２

号に規定する特定協定銀行をいう。）又は株式会社産業再生機構に譲渡した

ことにより、当該金融機関その他の金融機関との金融取引について借入れの

減少その他経済産業大臣が定める事由が生じているためその経営の安定に支

障を生じている中小企業者のうち、適切な事業計画を有することその他の経

済産業大臣が定める基準に適合することによりその事業の再生が可能と認め

られるもの 

審 査 基 準 

設定年月日 

平成１３年１月６日 

審 査 基 準

最終変更年月日 

年  月  日 



標準処理期間 

□ 有(第６条において準用する第４条第１項に該当する場合を含む。) 

  期間（                  ） 

■ 無(根拠：第６条において準用する第４条第２項第２号に該当) 

標準処理期間

設定 年月日 

年  月  日 

標 準 処 理 期 間

最終変更年月日 

年  月  日 

所管部署 環境経済部産業振興課 

備考   

注 許認可等をするかどうかの判断基準が法令又は条例等において具体的に規定し尽

くされているため審査基準を設定する必要がない場合は、その旨及び当該法令の定め

を審査基準の内容欄に記載すること。 


